
 

（参考）関係法令：生活保護法（昭和２５年法律第１４４号） 

（医療機関の指定） 

 第４９条 厚生労働大臣は、国の開設した病院若しくは診療所又は薬局について、都道府県

知事は、その他の病院若しくは診療所（これらに準ずるものとして政令で定めるものを含

む。）又は薬局について、この法律による医療扶助のための医療を担当させる機関を指定す

る。 

 

（指定の申請及び基準） 

第４９条の２ （略） 

２ 厚生労働大臣は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当すると

きは、前条の指定をしてはならない。 

一～三 （略） 

四 申請者が、第５１条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算

して５年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通

知があつた日前６０日以内に当該指定を取り消された病院若しくは診療所又は薬局の

管理者であつた者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であ

るとき。ただし、当該指定の取消しの処分の理由となつた事実に関して申請者が有して

いた責任の程度を考慮して、この号本文に該当しないこととすることが相当であると認

められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五～八 （略） 

九 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の管理者が第２号から前号までのいず

れかに該当する者であるとき。  

３ （略） 

４ 前３項の規定は、都道府県知事による前条の指定について準用する。この場合において、

第１項中「診療所」とあるのは「診療所（前条の政令で定めるものを含む。次項及び第３

項において同じ。）」と、第２項第１号中「又は保険薬局」とあるのは「若しくは保険薬局

又は厚生労働省令で定める事業所若しくは施設」と読み替えるものとする。 

 

（指定の辞退及び取消し） 

第５１条  （略） 

２ 指定医療機関が、次の各号のいずれかに該当するときは、厚生労働大臣の指定した医療

機関については厚生労働大臣が、都道府県知事の指定した医療機関については都道府県知

事が、その指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止

することができる。  

一～三 （略） 

四 指定医療機関の診療報酬の請求に関し不正があつたとき。 

五～十 （略） 

 



 

（報告等） 

第５４条 都道府県知事（厚生労働大臣の指定に係る指定医療機関については、厚生労働大

臣又は都道府県知事）は、医療扶助に関して必要があると認めるときは、指定医療機関若

しくは指定医療機関の開設者若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者であった者（以

下この項において「開設者であつた者等」という。）に対して、必要と認める事項の報告若

しくは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定医療機関の開設者

若しくは管理者、医師、薬剤師その他の従業者（開設者であつた者等を含む。）に対し出頭

を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該指定医療機関について

実地に、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第２８条第３項及び第４項の規定は、前項の規定による検査について準用する。 

 


